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系統農協の農村管理体制への発展(4)


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































% (肉豚),63% (鶏卵),69% (ブロイラー)の
割合をしめ,畜産経営のかなめである (1980年)0
また,配合飼料の主原料をなすとうもろこし(1980














































































肉 牛 用 64.180 51.5(狗
乳 牛 用 40.2 57.1
豚 用 47.9 38.0
採 卵 鶏 用 30.0 20.5
ブロイラー用 26.1 19.7
すなわち,農協の畜産物販売が農家販売額にし
める割合が比較的高い肉牛,生乳および肉豚に対
して,その畜種向け配合飼料の生産占有率も高い｡
しかし,鶏卵,ブロイラーなど,農協販売割合が
低く,商人系の集荷割合の高い分野ではその畜種
向け配合飼料の生産占有率も低い｡これは農家が
畜産物の販売で日常緊密な関係のある相手から,
あるいはその斡旋によって飼料も購入する傾向が
あるからである｡
以上の考察にみるように,全農が配合飼料の分
野において,｢全農建値｣による価格主導権を掌瞳
することのできる状況は,さまざまの事情の重複
した結果である｡これを要約すると,まず,配合
飼料生産において40%を占有して,業界 トップの
地位にあることである｡そして,そのための巨額
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の資本動員と投下,原料輸入体制(在米国倉庫企業,
輸送手段,輸入集積基地),各県地方分散の工場網
の配置における ｢自己完結｣事業体制は群を抜い
ていると言うべきである｡
第2は工場の各県地方分散と結合した製品の配
送網である｡このカナメは県経済連である｡県経
済連は県地方に配置された工場と運送業- ｢協同
会社｣の有力な出資者であり,会社重役の派遣母
体である｡そして県経済連は工場の販売実績の観
点からも,製品の販売,競争相手との対抗に責任
を分担する｡こうして協同会社工場は,工場-県
経済連の責任関係から,各県連管内に強力な製品
供給網を設けることができる｡しかも全農は一元
的な飼料原料の供給者として,協同会社工場の死
命を制する立場にある｡
第3は配合飼料の最終需要者の掌握である｡そ
の主体は農協である｡農協はこのはあい,協同会
社工場-県経済連の在村エージェントとして,製
品販売,代金回収の責任主体である｡商系との価
格,決済方法をめぐる競争の主体でもある｡その
競争力は品質,価格,決済方法にあることは言う
までもないが,それは農協の権限の及ぶところで
はない｡農協の独自な競争力は多分に,畜産物販
売事業の業務能力であり,畜産物販売価格の優劣
にかかっている｡
配合飼料価格安定基金制度 農協の配合飼料小
売市場での競争上,｢全農建値｣という価格主導権
は優点であると同時に欠点でもある｡二重の意味
で欠点である｡一つには供給価格引き上げが,コ
ストその他の事情によるとは言え,全農主導によ
って実行され,商人系はそれに同調するかたちに
なることである｡農村では農協が価格引き上げの
先行者とならざるを得ない｡二つには前述のよう
に,建値の構成上の弱点であって,商人系は搬入
費,配送費部分にたいしては柔軟に対抗し,安値
攻勢をかける手段を留保している｡搬入費実費の
高い県,県内プールの配送費の高い県では,この
安値攻勢の圧力がきびしい｡
全農建値の引き上げについて,配合飼料価格安
定基金制度は農家-実需者にたいする緩衝装置で
ある｡あるいは配合飼料製造原価を製品価格に転
稼するための緩衝装置であるとも言える｡主原料
であるとうもろこし,マイロは全量を輸入に依存
しているが,その価格はシカゴ定期相場,FOB
プレミアム,フレート,外国為替相場などの変動
性の極めて高い要素から成 り立っている｡これは
最終的には製品価格に吸収する以外には方法はな
い｡
基金は現在,全農系の全国配合飼料供給安定基
金 (加入農家139,825戸,1981年度契約数量848万
トン),全酪系の全国畜産配合飼料価格安定基金
(73,000戸,102万 トン),商系の全日本配合飼料
価格安定基番 (78,271戸,1,180万 トン)の3自主
基金,および異常基金制度として配合飼料供給安
定機構 (291,000戸,2,130万 トン)が設けられて
いる｡
基金制度は1968年,全農,全酪両系で創設され,
1973年畜産危機時に政府の配合飼料価格安定対策
事業の実施をきっかけに商系基金も発足した｡
1974年,この自主基金の補てん財源では対処でき
ない事態が発生したため,異常補てんを行う安定
琉構 (異常基金制度)が創設された.
基金制度は配合飼料価格の高騰にさいし,その
高騰差額分にたいする補てんを行うもので,補て
ん財源は基金の種類によってちがうが,全農系は
農家,県連,全農の3着,商系は農家と配合飼料
メーカーの2者が積立てる｡補てんは通常補てん
のはあい,3月末の配合飼料価格が上まわったと
き (8%以内),その差宅酌こついて行なうもので,
3カ月を期限とする｡異常補てんは原料価格が15
%以上上昇し,配合飼料価格が8%以上上昇した
場合,値上り幅の8%を超える部分について補て
んする｡この場合,8%以内分は通常補てんによ
る｡補てん期間が3カ月と定められたのは,3カ
月の経過のうちに飼料価格の上昇が畜産物価格の
上昇に吸収されるとみなしたためである｡なお異
常基金はその事業年度の政府の補助金額を下限と
して,政府と民間が半額づつを積立てる｡民間は
上記の3自主基金を指す｡
異常基金が発足するに及び,自主基金は異常基
金と連動して運営されることになった｡これに伴
ない,自主基金制度と価格政策に重要な変化の生
じたことが指摘されている｡まず,自主基金の運
営がこれに対して,政府が異常基金の運営を通じ
て介入し,行政の指導下に編入されるようになっ
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たことである｡いま一つ,もともと自主基金制度
は価格改定-全農の建値制度と密接な関係にあっ
たが,基金運営に政府が介入するようになったた
め,価格政策も政府の管理を受けるようになった
ことである｡このことは,系統農協の配合飼料供
給機構が価格安定基金制度と全農建値制度を通じ
て国家的な管理機構に転化したことを意味する｡
また,国家と農協連合会の関係の展開の画期をし
めすものである｡
農産物流通の重層構造 1960年代から今日にい
たる20年のあいだに,日本農業はかつての米麦作
を主とする農業から,すこぶる現代的な米作,育
果物および畜産から成る農業に変化した｡農業の
生産構成の変化は,中心的な大都市と地方中小都
市の分化発展とあいまって,農産物の市場流通構
造に影響をあたえた｡
米に例をとると,これは食塩管理制度のもとに
あって,典型的な国家的商品であるが,現在,≡
種の市場流通形態を形成している｡政府が直接的
に管理する流通(政府米),政府が集荷団体,卸売
団体を通じて間接的に管理する流通(自主流通米)
および自由米の市場流通である｡三種の米流通形
態は政府の二重米価制を軸にして,需給関係と価
格形成のうえで,相互に影響しあう,重層的な流
通構造の関係にあり,農家,農協および連合会は
それぞれの販売志向をもって流通に臨んでいる｡
青果物はそれぞれの品目が,みかんが西南暖地,
りんごが東北地方にと,生産立地の拘束される作
物であるため,すべての作目が必らずLも全国的
普遍性をもって生産されるわけではない｡言い換
えると,青果物の多くの作目の生産はもともと地
方的であり,消費も地方的であった｡しかし,高
度経済成長期に生じたこの理由によって,つまり
人口の集中した大都市における膨大な消費需要の
発生と,都市近郊農業の急速な衰退とによって,
一部の作目と産地は地方的流通を脱却して,中央
市場流通に参入した｡こうして青果物の流通も地
方市場流通と中央市場流通に分化し,需給と価格
形成を通じて相互に影響しあう重層的流通構造が
生まれた｡
肉畜の多くはひきつづき地方市場流通を主とす
るが,一部は中央市場流通に登場し,とくに部分
肉は中央市場流通において,輸入食肉との競合関
係に入り,世界市場流通の一部を構成するように
なった.鶏卵,ブロイラーもだいたい類似の状況
にあって,総じてこれらの畜産物においては三層
の市場流通の構造が形成されている｡農家および
系統農協は一面ではこうした三層の流通構造の形
成に積極的に参加し,反面ではこの流通構造にそ
れぞれの販売志向をもって参入している｡
以上,前項の叙述と関連して農産物流通の個別
的な特徴を指摘したのであるが,これをわが国の
農産物流通の総体について考察すると,さらに複
雑多様な流通構造を見出すことができる｡すなわ
ち,その市場競争,価格形成の角度からみると,
世界市場流通,全国的単一市場流通,中央市場流
通および地方市場流通が,相互に影響しあい結び
ついて,重層的な流通構造を形成している｡
世界市場流通｡世界的な範囲において需給関係
を構成し,市場競争を展開し,それを通じて価格
を形成する｡わが国の場合,主として農産物輸入
を媒介として,輸入依存率の高い農産物がこの影
響下にある｡小麦,大豆,食肉,乳製品,生糸,
葉たばこおよび一部の果実があり,特殊な関係に
ぞくするが飼料原料を介して,畜産物全般がこの
流通構造の影響をうける｡もちろん各種の国境障
壁があって,わが国農産物流通が直接に世界市場
流通と結合しているわけではない｡
全国単一市場流通｡農産物の商品的特性,つま
り生鮮度や保存性などによって,この狭い国土に
おいてさえ,全国的な範囲における市場競争の関
係に入り込む農産物は稀である｡しかし,ここに
特殊とも言うべき契機が介在することによって単
一市場流通が形成される｡それは中間的需要者が
一元化され,それによって市場流通が単一化する
場合である｡政府が流通の全量を掌握する米,莱
たばこなどの国家的管理流通がある｡また大手3
社が事実上独占的な地位にあり,しかも不足払い
法によって単一の価格が形成される原料乳の市
場流通がある｡原料乳流通は飲用乳流通と交錯す
るため,生乳流通が総体としてこの市場流通に包
摂される｡
中央市場流通｡大消費地域中央卸売市場に入荷
する農産物は伝統的に近郊産地に依存していた｡
しかし,高度経済成長のもとで近郊農村が工場用
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也,宅地化によって破壊され,近郊産地が崩壊し
た｡政府は大都市に集中した勤労者人口の需要を
充足するため,例えは ｢野菜生産出荷安定法｣に
みるような立法,行政指導によって,遠隔地の特
定農村に農産物生産供給基地を造成した｡野菜の
場合,指定産地と指定消費地域を結ぶ流通構造が
発展した｡この産地は主として大消費地域中央市
場向けに生産出荷するもので,いわゆる主産地で
あるが,必らずLも全国各地の地方市場-の出荷
を占有するものではない｡野菜ほどの大消費地域
中央市場に向けての集中度ではないが,肉畜,鶏
那,ブロイラーの場合にもこの種の市場流通が成
立している｡
地方市場流通｡大消費地域中央市場向けのもの
と同類の野菜,畜産物が,専ら近在の地方市場向
けの産地として形成されている｡それは個別の地
方市場の入荷容量が小さく,また多種品目の入荷
需要があるために,多種品目,複合,小規模の産
地として発展し,近在の特定地方市場に向けて出
荷する｡この地方市場流通と中央市場流通は明確
な境界によって轟離するものではないが,産地規
模および出荷団体の整備の水準からみると区別さ
れる｡傾向としては中央市場流通に乗った産地か
ら地方市場への出荷はあっても,地方市場流通の
軌道上の産地からの中央市場出荷は稀であって,
異常な需給緊迫の生じたときに限られる｡
つぎに農村向け商品流通の構造を考察する｡
農村向け商品としては,代表的商品である肥料,
農業放拭,農薬および飼料は,それぞれの分野で
産業独占が成立し,上位数社が生産の過半を占有
し,流通に規制力を有する｡ここでは全国を範囲
とする市場流通が形成され,各企業は連携もすれ
ば競争もする関係をつくっている｡そのなかで,
配合飼料業界では大手企業と地方的中小企業によ
る重層的流通構造があり,農薬 (製剤)も同様の
事情によって重層的流通構造を形成している｡
系統農協は農業生産財流通において重要な機能
をはたしている｡農水省 ｢社会勘定｣推計による
と,1980年度の農家の生産財購入は49,593億円と
推定される｡これにたいし農協の生産資材供給高
は31,885億円,64%の高い割合である｡全農の品
目別推計によると,農協の取扱い割合は肥料92%,
農薬72%,飼料53%,農機52%であった｡これら
の品目について農協の県経済連利用率は95%,79
%,95%,79%であり,県経済連の全農利用率は
85%,95%,92%,63%であった｡したがって,
系統農協は農業生産財の産業独占に自らを対置し
た全農を頂点として供給機構の役割をはたし,そ
して社会的な農業生産財流通市場の背骨ともいう
べき位置を占めたのである｡したがって系統農協
購買事業の拡大は,同様に農家の商品貨幣経済化
の深化を意味するものであった｡産業独占の価格
政策の浸透を意味するものでもあった｡現在,460
万戸を数える農家経済はこのような流通構造のも
とに置かれているのである｡
農業生産財流通と比べて,農産物流通には生産
と消費の双方の零細規模にもとづいて比較になら
ぬ複雑性がある｡すでに指摘したように主要農産
物の米は政府管理流通のもとにあって特殊であ
る｡改正食管法 (1982年)によって流通の40%を
しめると言われる自主流通米も政府管理米に編入
されたので,この政府管理流通の面は拡大された｡
つぎに生乳は大手乳業3社が集乳量の46%を占
め,とくに原料乳については60-70%を占有して
いる｡生乳は一般的に生乳処理工場(1980年,1,118
工場)と乳製品工場 (166工場)に集乳される｡そ
の中で乳業3社が独占的な地位を占めている｡こ
の乳業3社以外の,集乳量の残り54%を取扱う処
理工場は地方的な中小飲用乳業者である｡生乳流
通は乳製品加工をも行なう大手乳業会社と,専ら
飲用乳処理を行なう中小乳業会社の,二重の流通
構造を形成している｡
米と生乳を除く商品農産物の流通は,さきに考
察した青果物,肉畜の例にみる,大消費地域中央
市場向け流通と地方市場流通の重層構造を形成し
ている｡この重層構造と生乳流通の二重構造とは
性質を異にする｡後者は大手乳業の全国各地方に
及ぶ支配があり,中小乳業の残乳処理をめぐり大
手乳業は規制的な影響をもつ｡前者の重層構造は
地域的に大都市と地方都市の区別があり,商品流
通は基本的に禾離する事情がある｡
この重層的な流通構造は農協の販売事業に影響
している｡1980年度の農協販売事業の取扱い割合
は米95%,生乳57%,野菜45%,果実51%,肉牛
52%,肉豚38%,鶏卵21%,ブロイラー20%であ
った｡農協販売品は一般的に県経済連に集積され,
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大消費地域市場に向けられる｡農家が農協を利用
しない分は,商人もしくは地方市場向けの販売で
ある｡この販売割合は産地の性質によって異なり,
大型の主産地を形成した地方は農協全利用,大消
費地域市場出荷に重点をおく｡他方,零細分散の
産地は地方市場流通に重点をおく｡二種類の市場
流通は比較的明瞭に分化している｡
市場流通の分化と農業の分化 一般に商品生産
過程の最後の段階である商品の販売,価値の実現
は ｢命がけの飛躍｣とされるが,小農-家族経営
農業も例外ではなく,むしろ困難が増していると
理解される｡国民経済の資本主義的発展につれて
国民的市場が拡大し発展し,商品流通の単位が大
規模になるほどに,農家は自立的な商品取引単位
の資質を失なうにいたる｡
1960年にはじまる20年間,農業は機械化を基礎
にして,労働の物的生産性は急速に向上した｡耕
種農業の場合,単位面積当りの生産量は増加し,
投下労働時間は大幅に短縮した｡最近時の1976年
～81年をみても,水稲の10a当り労働時間は79.7
時間から63.9時間-,大幅に短縮したO単位面積
当りの増産のもとでの労働時間短縮は,他の条件
に変更がない限りでは,ましてひきつづき農産物
価格がひき上げられる条件のもとでは,剰余労働
の実現,貨幣形態での剰余の実現と蓄積が可能で
あったはずである｡しかし,20年らいの経過の結
末は農家経済の全般的な破産と農外就労などの兼
業化が主たる傾向であることをしめしている｡
これは何故か｡一つには兼業農家を媒介にした,
都市的生活水準の農村への波及,家計費支出水準
の上昇が,剰余をくいつぶし,さらに農業所得の
不足という事態をもたらした経過を指摘できる｡
いま一つは農産物価格と農家生活資材価格,農業
生産資材価格との交易条件の悪化による,農業内
部で形成された剰余価値が商品交換をつうじて収
奪され,喪失した事情も否定できない｡とくに農
家生活資材価格についての交易条件の問題は,農
家家計費がその経営,家計費の現金支出の70%以
上をしめる実情にてらして重視すべきである｡
農家の交易条件の劣悪化は,主として流通過程
の現象であり,この20年の間に農家の流通過程で
の困難がより厳重となったことを物語っている｡
農業はその技術的特性,生産時期選択の自然法則
による拘束,生産行程の一般的な長期性などに由
来して,工業と比べて消費需要動向,価格変動に
たいする適応性が低い｡その適応性は小農経済の
場合,さらに低く,兼業農家においてはさらに適
応性が低い｡かくて兼業化につれて農家の流通上
の困難が強まり,その困難が販売所得の相対的な
不利,減少をもたらし,農家の破産と兼業化を促
進するという悪循環を形成した｡
商品の大量流通の条件のもとで,分散,零細の
小農-家族労作経営という生産単位は自立した商
品取引単位の資質を欠く｡そして商業資本が優位
に立ち,農村市場を支配し,時としては特殊な地
域独占を形成する｡そしてまさにこの局面におい
て,農家-各生産単位の集積連合による商品取引
単位の形成,その具体的な一形態としての協同組
合的取引の根拠がある｡
協同組合的取引による市場流通の優位の回復
は,小農の経済的既望である｡しかしこの既望の
実現は無条件に保証されるものではない｡何故な
らば協同組合的取引の発生は,その反面において,
協同組合的商業資本の農村市場支配,流通面での
小農-家族労作経営に対する優位を復元する可能
性があるからである｡この方面における最近20年
の経過がもたらした経験と教訓は豊富多彩であ
る｡
農家-各生産単位の集積連合による商品取引単
位の形成としての協同組合的取引の発展と,その
協同組合的取引の農村市場支配,小農-家族労作
経営に対する優位という二つの側面を伴なって,
系統農協の事業は発展した｡系統農協の経済事業
が参入した流通環境は,前述のような重層的な流
通構造であった｡そして直面した重層的流通構造
に対して,系統農協が選択することのできる可能
性は二つあった｡
一つは系統農協の流通機構が積極的に重層的流
通構造を統一し,単一の流通構造を実現する道で
ある｡この道は,系統農協が各層のすべての市場
流通に進出し,各層の需給を有機的に統一し,早
一の価格形成を実現することである｡第二の道は,
系統農協が重層的な流通構造の分肢機構としてそ
れに従属し編入されるに至る道である｡系統農協
の経済事業の実践は,系統農協が全国連合会の主
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導のもとに,この第二の道にいちじるしく傾斜し
て推移したことをしめしている｡
指摘すべきことは,重層的な流通構造にたいし
て,系統農協が主として国家的管理流通,中央市
場流通に偏侍したことであって,この偏侍の傾向
は連合会におけるほど鮮明であったことである｡
結果的に農家および農協が直接間接に地方市場流
通に参入することになった｡
したがって,重層的な流通構造は系統農協がそ
の分肢機構と化し,しかも国家的管理流通,中央
市場流通に偏筒して参入することによって,その
活力を維持する状況にあると言うことができる｡
そして重層的な流通構造は系統農協を媒介とし
て,農業生産と産地形成を分化し,産地形成の二
つの傾向を促進した｡
農業生産と産地は二つに分化する傾向をたどっ
た｡それは中央市場流通に結びついた大産地形成,
専業農家による作目の専門分化,比較的大規模な
農業という傾向,また地方市場流通に結びついた
産地形成,兼業農家をも包含した零細な多様複合
の農業による小規模産地の形成の二つの産地への
分化である｡農業と産地形成の二分化の債向のも
とで,とくに中央市場流通において産地間競争が
激しくくりひろげられた｡これを言い換えると,
主産地形成を促進した原動力は中央市場流通にお
ける産地間競争である｡産地間競争は一般的に,
ある産地が明確に対抗産地を想定して,技術革新,
経営改善,集出荷設備投資および出荷組織化をは
かり,それによって農業の新しい生産力を創造し
た｡この産地間競争の主たる担い手は県経済連で
あって,産地間競争の機能をはたすことができず,
主として調停的機能を担 うことになる全農は中央
市場における主要な担当者としては適当でなかっ
た｡
都市人口の膨張と大量の消費購売力の形成は,
都市近郊農業の崩壊という事情も加わって,中央
市場流通に参入する産地の範囲を拡大した｡地代
負担の低い,遠隔地の農村に,大型産地が形成さ
れて,輸送技術の革新 (保冷輸送,大型 トレーラ
ー,フェリー輸送の開発),包装資材の革新という
条件を待て.農産物の長距離輸送が出現した｡長
距離輸送は新たな価格問題を提起した｡第1は中
間費用,とくに農産物価格形成に固定費として参
入する輸送費,包装資材費の割合の増大であり,
農家庭先価格の相対的低下である｡農産物価格現
象としての ｢消費地高の産地安｣の傾向は中間費
用割合の膨張に由来する｡この事情に由来して消
費地における品不足の状況のもとで,産地(圃場)
における滞貨,廃棄などを結果することになる｡
第2は,市場入荷動向に柔軟に対応した出荷調
整,分荷調整を困難にしたことである｡1960年代
以前,野菜の東京市場入荷の7割をしめた近在荷
は,遠隔地の輸送園芸=旅荷にたいし,柔軟に出
荷を調整し,市場価格の形成を安定し,近在荷の
農家庭先価格の低落を防いだ｡現在は逆の現象が
生じている｡品目ごとの出荷最盛期における一般
的過剰入荷,農家手取の安値の傾向が生じ,自然
条件による不作年において価格の暴騰が生じてい
る｡こうした市場入荷量の過剰と不足,市場価格
のたえざる騰落の現象は,遠隔地における主産地
形成と長距離出荷という産地構造,この産地構造
の発展に加担した系統農協の中央市場流通への志
向の所産である｡
農産物の重層的な流通構造について最後に指摘
すべきことは,輸入農産物の圧力,需給と価格形
成にたいする影響である｡農産物輸入は世界市場
流通と国内流通の媒介体である｡その影響の国内
市場への波及は単純でなく,重層的流通構造の各
層流通を介している｡乳製品輸入は乳製品需給,
原料乳需給を介して飲用乳需給に波及する｡食肉
輸入は加工肉需給,部分肉需給を介して,全般的
な肉畜需給に波及する｡そして液卵輸入は加工用
原料卵需給を介して生鮮食品用鶏卵の需給に波及
する｡こうした順次波及の関係によって,輸入農
産物の国内市場の需給,価格形成に対する影響は,
総需給量にしめる割合が想定する影響以上の影響
を生ずる結果となっている｡
今日にみる農産物の重層的な流通構造は,やは
り1960年代以降の高度経済政策の所産である｡こ
れを農業問題の領域において論ずるとき,系統農
協,とくに連合会制度の塩能を論外にすることな
く姐上にのせなければならない｡本章の次節にゆ
ずる｡
農産物流通構造と系統農協 日本農業の市場的
環境は農産物輸入を媒介とする世界市場,主とし
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て政府の行政的介入によって統一され,また巨大
な農産物加工独占によって統一された全国単一市
場,主産地農業と結合した大消費地の中央市場,
中小規模の地方的産地の農業と結合した地方市
場,および卸売市場を介さずに生産者と消費者が
結合する地場市場,これらの各層の市場が構成す
る重層的な市場体系である｡各層の市場はそれぞ
れ相対的に独自な需給関係を形成しているが,漢
た,各層の市場を超えた流通によって結びつけら
れてもいる｡市場価格の形成においても同じであ
る｡各層の市場は相対的に独自な市場価格を形成
するが,また各層の市場価格は関連性をもってい
る｡
世界市場と輸入｡法律にもとづいて政府機関が
独占する輸入と,貿易商社による任意の輸入に分
れる｡農畜産物および製品の輸入および保管業務
を行なう政府機関の主なものは,食塩庁,畜産振
興事業団,蚕糸砂糖類価格安定事業団および専売
公社などである｡政府機関,貿易商社による輸入
は,国内農畜産物需給の ｢均衡｣をはかるために,
不足分を補充するものである｡その価格は国際的
な中心市場の相場,フレート,外国為替相場,F
OBプレミアムなどの要素を反映する｡輸入価格
と国内価格は法律にもとづく措置によって遮断さ
れるか,あるいは連動が緩和されている｡しかし,
例えは国内需給の緩和にもとづく市場価格の軟
調,もしくは在庫累積の圧力を媒介にして,しば
しは農家価格に影響を及ぼす｡農家価格の低落,
低迷は当核農産物の劣等地における生産に影響を
与えて,その産地農業を市場競争圏外に駆逐する｡
全国単一市場｡本来,全国単一市場は農産物が
全国的範囲で自由に流通し,単一の需給関係にあ
ることを意味する｡しかし現実には農産物の商品
的特性､鮮度の要求上広域流通が困難であること､
生活必需品であるために消費需要が全国的に分散
していることなどの事情によって､全国単一市場
の形成は稀である｡しかし､米､葉たばこのよう
に､政府が独占的な買い手として登場し､価格が
行政価格として決定される場合には､全国単一市
場が形成される｡また､加工用原料牛乳､蚕繭の
ように､その価格および製品価格が行政価格とし
て決定され､巨大な加工資本が独占的な買い手と
して登場する場合にも､全国単一市場が形成され
る｡
この全国単一市場は米の例のように､自主流通
米､自由米の流通市場と交錯し､需給事情や価格
変動を介して､重層市場体系の一部をなすのが通
例である｡全国単一市場においては､系統農協は
指定集荷業老もしくは指定生産者団体としての法
的拘束をうけ､出荷の執行の役割をはたしている｡
系統農協が単一の買い手に対抗する､単一の売り
手として､事業活動を行なうことは困難である｡
中央市場｡野菜､果実､肉畜､鶏卵および自由
米の流通のうちの一部は中央市場流通にぞくす
る｡中央市場流通は大消費地中央卸売市場と有力
な主産地を結合している｡大消費地中央卸売市場
は農産物の集荷範囲は全国に及んでいる｡また､
その集荷に応ずる出荷は､中央市場出荷の能力(出
荷量規模)を有する大型産地によるものである｡
この集出荷､需給事情は相対的に独自のものであ
る｡すなわち集荷､需要側はその大部分を特定の
大型産地に依存し､出荷､供給側はその大部分を
特定の大消費地中央卸売市場に依存している｡
しかし､この中央市場の需給はしばしは地方市
場の需給と交錯し､輸入を介して世界市場とも結
びついている｡中央市場はその必要上､しばしば
大型産地以外からの出荷､供給を誘って､地方市
場需給に影響を与え､また大型産地も事情によっ
て地方市場に出荷して､その需給に影響を及ぼす｡
そこには中央市場と地方市場が重層的な市場体系
をなす関係が存在している｡
中央市場の市場価格の動向は需給事情を反映す
る｡しかし､畜肉の例にみるように､畜産振興事
業団が市況の強弱によって､売買操作の介入を行
なう場合は､市場価格は行政価格を反映する｡重
要野菜需給調整特別事業の対象品目野菜の場合､
政府および全農が趨勢値価格に準拠した調整介入
を行なうため､それが効力を発揮したときには､
市場価格は行政価格を反映する｡
中央市場の市場価格はこの市場に登場する産地
のうち､労働生産性と市場立地の面で最劣等にあ
る産地の平均的費用価格に､流通費用を加算した
水準できまる｡換言すると､市場価格はそれから
流通費用を控除した農家価格が､最劣等地におけ
る平均費用価格を下限とするものでなくてはなら
ない｡市場参入の農産物について､競争上､中等
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ないし優等の地位にある産地の生産力が向上し､
その供給量が需要量を充足するにいたった場合､
また､海外輸入農産物がより低い価格水準で参入
し､市場需要量を充足するにいたった場合､市場
価格は構造的に低落し,上記の下限費用価格を下
まわるようになると､劣等地農業は中央市場向け
産地から駆逐される｡その多くは新たに地方市場
に参入し､地方市場の市場価格水準に影響を及ぼ
す｡この意味で重層的な市場体系は世界市場価格
と中央市場価格が地方市場価格に波及する体系で
ある｡とくに中央市場は世界市場と地方市場を結
びつける結節点をなす｡
農産物流通において中央市場がはたす役割は､
流通する物量の割合に比べて､｢標準｣的価格の形
成の面で大きい｡鶏卵の場合､上位10県の出荷の
うち､5主要都市 (札幌､東京､名古屋､大阪､
福岡)向けは18%であるが､この5都市の価格を
反映した｢全農建値｣は標準価格の役割をはたす｡
畜肉の場合､全国出荷頭数にしめる中央市場､全
農指定市場10市場向け出荷の割合は牛32%､豚17
%にすぎないが､東京､大官､立川､横浜市場の
価格を反映した ｢全農建値｣は標準価格の役割を
はたしている｡青果物の場合､全国卸売市場入荷
のうち中央卸売市場入荷量は､野菜､果実ともに
52%にすぎないが､中央卸売市場価格が全国的な
標準価格の役割をはたしている｡
中央市場価格がその取扱数量の割合にてらし
て､必らずLも全国的な需給関係を反映するもの
でないにもかかわらず､標準価格の役割をはたす
理由は､この市場の買手 (卸売会社)と売手 (出
荷団体とくに県経済連)が比較的有力であること､
また､主要な出荷団体である県経済連が地方市場
にたいする農協出荷に一定の指導力をもっている
ことにある｡
反面､中央市場とくに中央卸売市場における価
格形成がセリ売買方式によるため､価格は卸売会
社と買参入 (仲買人､小売人)が主導権をもって
形成される｡県経済連をはじめとする出荷団体は
出荷数量の調整という消極的な対抗手段をもつに
とどまる｡この点は全農も同様であって､中央卸
売市場において分荷調整という､県経済連と同質
の役割をはたすにすぎない｡
地方市場｡農産物流通のうち地方卸売市場をは
じめとする､地方市場において需給の完結する割
合はいちじるしく高い｡推定ではあるが､鶏卵80
%､牛70%､豚80%､青果物48%である｡牛乳の
はあい､1981年の広域流通量は流通総量のうち35
%､すなわち大部分が県内､地域内において需給
が完結した｡しかし､地方市場取引の零細､分散
性のため､また､市場行政の中央市場偏侍､系統
農協の中央市場志向などの理由によって､本来､
経済的効率が高い (流通費用節約)という長所が
あるにもかかわらず､地方市場流通はその優れた
機能を十分に発揮していない｡
注)本稿は,本来r系統農協の農村管理体制への発
展(下の2)Jに当るが,煩雑を避けるため,通し
番号にLF系統農協の農村管理体制への発展(4)J
とした｡
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